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指標の状況

・現状において、設備運用面でのエネルギー効率化及び省エネ対策を実施しているが、今後さらに
設備更新がなければ大幅な排出量の削減は困難である。
・平成27年度から徐々に排出量は減少しているが、基準年度から比較すると増加している。そのた
め令和元年度を基準とする計画においては、現状から少しでも排出量を抑制させることに取組むこ
ととし、今回の5箇年度計画ではまず1.0％の排出量の削減を目標とした。

別紙

温室効果ガス排出削減計画

県内の
主　な
工場等

所　　在　　地工場等の名称

業種名：

岡山県赤十字血液センター

岡山県赤十字血液センター　津山供給所
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主たる業種

岡山赤十字病院玉野分院

事業の
概　要

日本赤十字岡山県支部

番号

医療事業（病院等の運営）、血液事業、看護師養成事業、国内災害救護、救急法等の講習
普及事業等

医療業
分類
コード

岡山市北区いずみ町3-36

①

②

津山市高野本郷1272-9

岡山赤十字病院

④

5%未満20～15% 15～10%

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

岡山市北区丸の内2-7-20

岡山市北区表町1-5-1⑥

台）

③CO2換算3,000t以上①燃料等原油換算1,500kℓ以上

（●工場等の数

削減目標

年度

いずれか
を選択

計画期間

総排出量基準

令和

10～5%

％

⑤

2令和 (

②

基準年度

④

⑤

47岡山県赤十字血液センター　表町出張所

（該当事業者のみ記入）

ベンチマーク指標 元対象事業の名称 関連数値（令和

CO2 / CO2 /

達成率(%)年度）

原単位当たり排出量

目標削減率

基準年度の
主な工場等
の排出量

③

6目標年度（令和

原単位基準 1.0

⑥

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO248

ｔCO2

※　「計画期間」欄には，５箇年度以内で特定事業者が定める期間を記入する。　

③

所

9,474

ベンチマーク

【目標削減率設定の基本的な考え方】

特定事業者
の該当要件 6

○

年度）年度）

日本赤十字岡山県支部

岡山赤十字病院 7,540

5

年度）の排出量

6

ｔCO2

（原単位基準
の削減目標を
選択した場合
に記入）

（法人にあっては名称）

基準年度（令和

排出量

基準年度（令和温室効果ガス 元

9,570

岡山県赤十字血液センター　表町出張所

105-8521

本票作成

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

東京都港区芝大門1-1-3

部署名：

氏
　
名

住
　
所

日本赤十字社岡山県支部　総務課

日本赤十字社

岡山市北区青江2-1-1

年度

番号

①

岡山県赤十字血液センター　津山供給所

岡山県赤十字血液センター

岡山赤十字病院玉野分院

20%以上

1,201
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目標年度

ｔCO2

温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容

652

目標
区分

ｔCO2

●車両台数（②該当の場合）

元工場等の名称



工場等の名称 措置内容

・岡山赤十字病院

・岡山赤十字病院玉野分院

・岡山県赤十字血液セン
　ター
　表町出張所
　津山供給出張所

・日本赤十字社岡山県支部

【排出量削減のためのこれまでの主な取組】

【計画期間中に目標削減率を達成するために実施する措置】

工場等の名称 取組内容

・水銀灯のLED化、蛍光灯のLED化、エレベーター駆動部更新。
・電力コンサルタント業者に委託し、電力消費に取り組んだ。
　LED照明の導入。
　社用車のエコ運転奨励。
・電気使用機器の電源を消す、または電灯の設置を必要最小限に
　するなどの節電を徹底し、電気使用量の削減に努めた。
　機器（車両含む)の更新を要する事例発生時は、省エネに関する
　基準をクリアしたものなど、CO2排出量の削減効果のあるものを
　選択する。
・空調設備の段階的な稼働で消費電力を抑える。

【森林保全等吸収源対策への取組計画】

・岡山赤十字病院
・岡山赤十字病院玉野分院

・岡山県赤十字血液セン
　ター
　表町出張所
　津山供給出張所

・日本赤十字社岡山県支部

その他

その他

県内で
の取組

県内で
の取組

【再生可能エネルギーの導入計画】

　 無

　 無

　 無

・水銀灯のLED化、蛍光灯のLED化。
・空調用熱源更新時の高効率化。

・電力料金の見直し、LED化の推進。
・低排出車両の導入。
・職員への節電意識啓発。

・本社計画に基づく施設建替における、省エネ設備・機器選択。
・車両運行時の省エネ基準達成車両の優先使用。
・節電を含む省エネ活動の継続・推進およびクールビズ等の機会
　を捉えた職員や来所者への定期的な周知活動の実施。
・設備や機器更新時に省エネ対応機器を出来る限り優先的に選
　択。
・節電の周知徹底に努める。

・省エネ対策委員会を中心として、各部門と連携する。
・節電などの省エネ活動の継続・推進及びクールビズ等の機会を捉えた職員を含む来所者への定期
的な周知活動の実施。
・設備・機器等更新時に省エネ対応機器を出来る限り優先的に選択。

【目標削減率達成のための推進体制】

【その他特記事項】

　 無


